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流通情報システム標準化の体系流通情報システム標準化の体系

■流通情報システムの基盤となる標準には、コード、データキャリア、
ＥＤＩなどがあります。

■この中で、本日のメインテーマである、商品マスタデータの同期化
システム、及び、次世代標準ＥＤＩシステムの必要性を理解するう
えで参考となるテーマについて、簡単に紹介します。

ＥＤＩメッセージＥＤＩメッセージ
（データ表現形式）
・XML-EDIメッセージ 等

物や場所の識別コード物や場所の識別コード
・商品識別（ＧＴＩＮ）
・企業・事業所識別（ＧＬＮ） 等

データキャリアデータキャリア
（データ表示方式）
・バーコード（JAN、ITF）
・電子タグ 等

標準化された効率
的な流通システム



商品マスタデータ同期化システムを理解するために－①

ＪＡＮコードとＰＯＳシステムＪＡＮコードとＰＯＳシステム

EAN：European Article Number

JAN：Japanese Article Number

JANコードは13桁で単品を表わすコード。商品にバーコード（JANシンボル）
で表示し、POSシステムや出荷検品システムで読取る。国際的にはEAN
コードと呼ぶ。日本は１９７８年から登録受付と普及促進を行ってきた。

JANコード体系

Ｍ１Ｍ２Ｍ３Ｍ４Ｍ５Ｍ６Ｍ７ Ｉ１ Ｉ２ Ｉ３ Ｉ４ Ｉ５ C/D
商品メーカーコード（７桁） 商品アイテムコード（５桁） ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ
（Ｍ１Ｍ２は｢４９｣または｢４５｣）

Ｍ１Ｍ２Ｍ３Ｍ４Ｍ５Ｍ６Ｍ７Ｍ８Ｍ９ Ｉ１ Ｉ２ Ｉ３ C/D
商品メーカーコード（９桁） 商品アイテムコード（３桁） ﾁｪｯｸﾃﾞｼﾞｯﾄ
（Ｍ１Ｍ２は｢４５｣、Ｍ３は６～９）



商品マスタデータ同期化システムを理解するために－②

ＪＡＮコードとＰＯＳシステムＪＡＮコードとＰＯＳシステム

本社･情報システム部門

ＪＡＮコード
商品名称(漢字)
レシート名称(カナ)
分類コード
希望小売価格
仕入原価 等

商品マスターファイル
（例）

商品別

販売実績リスト

発注商品

明細リスト

ストアコントローラ
(ストアサーバー)

レシート

4569951116179
4569951116179

ＰＯＳターミナル

(ＰＯＳレジ)

商品名 価格

○○ｼｬﾝﾌﾟｰ 698円

××ﾘﾝｽ 572円

△△ｸﾘｰﾑ 458円 店舗マスター
（例）

売価
売場構成 等

本社･情報システム部門

ＪＡＮコード
商品名称(漢字)
レシート名称(カナ)
分類コード
希望小売価格
仕入原価 等

商品マスターファイル
（例）

商品別

販売実績リスト

発注商品

明細リスト

ストアコントローラ
(ストアサーバー)

レシート

45699511161794569951116179
45699511161794569951116179

ＰＯＳターミナル

(ＰＯＳレジ)

商品名 価格

○○ｼｬﾝﾌﾟｰ 698円

××ﾘﾝｽ 572円

△△ｸﾘｰﾑ 458円

商品名 価格

○○ｼｬﾝﾌﾟｰ 698円

××ﾘﾝｽ 572円

△△ｸﾘｰﾑ 458円 店舗マスター
（例）

売価
売場構成 等

店舗マスター
（例）

売価
売場構成 等

JANコードは小売店のPOSシステムで自動読取りすること

を主な目的として、商品にバーコードで表示される。

POSシステムを正確に運用するためには、商品マスタファ

イルのメンテナンスが重要な業務となる。



商品マスタデータ同期化システムを理解するために－③

商品情報データベースの構築・運用商品情報データベースの構築・運用

流通業界全体で商品マスタファイルのメンテナンスを効率的に行うために、商品の基本
情報に関する商品情報データベース（DB）が構築・運用され、POSシステムや棚割業務

を支援してきた。

2000.10e-お菓子ねっと運営委員会画像付商品情報ＤＢ菓子

2000.10一般医薬品DBセンターセルフメディケーションＤＢ一般医薬品

1999.04JD－NET協議会ＪＤ－ＮＥＴ家電製品

1997.12㈱プラネットプラネット商品ＤＢ日用品・化粧品

1995.01日本文紙データ交換機構ＳＥＤＩＯ商品ＤＢ文具・事務用品

1986.04(社)日本玩具協会玩具商品ＤＢ玩具

1984.03(財)流通システム開発センターＪＩＣＦＳ全業種

2002.09㈱ファイネットファイネット商品情報ＤＢ酒類・加工食品

サービス
開始

運営団体名称ＤＢ名称対象商品分野

2000.10e-お菓子ねっと運営委員会画像付商品情報ＤＢ菓子

2000.10一般医薬品DBセンターセルフメディケーションＤＢ一般医薬品

1999.04JD－NET協議会ＪＤ－ＮＥＴ家電製品

1997.12㈱プラネットプラネット商品ＤＢ日用品・化粧品

1995.01日本文紙データ交換機構ＳＥＤＩＯ商品ＤＢ文具・事務用品

1986.04(社)日本玩具協会玩具商品ＤＢ玩具

1984.03(財)流通システム開発センターＪＩＣＦＳ全業種

2002.09㈱ファイネットファイネット商品情報ＤＢ酒類・加工食品

サービス
開始

運営団体名称ＤＢ名称対象商品分野

消費財業界の主な商品情報DBサービス



業界別の商品情報DBは、小売業から見ると、情報の内容や形式が統一されていない

ため、利用しづらい状況となっている。商品メーカーにとっては、折角登録した商品情
報が利用されず、営業マンの得意先支援業務が軽減されないという悩みがある。

商品マスタデータ同期化システムは、利用者から見た場合、あたかもひとつの商品情
報ＤＢにアクセスするような仕組みを目指す。

プラネット商品ＤＢ

（日用品・化粧品）

ファイネット商品ＤＢ

（酒類・加工食品）

ＪＤ－ＮＥＴ

（家電製品）

ｅお菓子ねっと

（菓子）

利用者（小売業など）

商品情報ＤＰ

商品分野別の
業界商品ＤＢ

○○商材ＤＢ

××商材ＤＢ

△△商材ＤＢ

◇◇商材ＤＢ

一般医薬品ＤＢ

商品マスタデータ同期化システムを理解するために－④

商品マスタデータ同期化システムの実現イメージ商品マスタデータ同期化システムの実現イメージ



次世代標準EDIシステムを理解するために－①

流通情報システムはＥＯＳから始まった流通情報システムはＥＯＳから始まった

○86年、米国の繊維産業と小売業界がＱＲの
推進を打ち出す。⇒日本は93年から推進

○93年、米国の食品・日用品業界の団体が

ＥＣＲレポート発表。

○製・配・販のサプライ
チェーン全体の業務改革
の一環として、ＥＤＩへの
関心が高まる。

９０年代

○80年、日本チェーンストア協会が標準的な

通信手順（ＪＣＡ手順）制定

○82年、第２次通信開放

⇒他社とのオンラインデータ交換が可能に

○85年、新電気通信事業法制定

⇒ＶＡＮ事業が自由化

○チェーンストアの本部～

取引先間のＥＯＳ始まる。

○業界ＶＡＮ、地域ＶＡＮの
設立が活発に行われる。

８０年代

○2000年、複数のネットエクスチェンジが立ち

上がる。

○2001年以降、ＸＭＬ-ＥＤＩの標準化始まる。

○インターネット利用の

ＥＤＩへの関心が高まる。
2000年
以降

７０年代
○71年、第１次通信開放

⇒電話回線をデータ通信に利用可能に

○チェーンストアの店舗～
本部間のＥＯＳが始まる。

規制緩和・標準化の動き主な動き

○86年、米国の繊維産業と小売業界がＱＲの
推進を打ち出す。⇒日本は93年から推進

○93年、米国の食品・日用品業界の団体が

ＥＣＲレポート発表。

○製・配・販のサプライ
チェーン全体の業務改革
の一環として、ＥＤＩへの
関心が高まる。

９０年代

○80年、日本チェーンストア協会が標準的な

通信手順（ＪＣＡ手順）制定

○82年、第２次通信開放

⇒他社とのオンラインデータ交換が可能に

○85年、新電気通信事業法制定

⇒ＶＡＮ事業が自由化

○チェーンストアの本部～

取引先間のＥＯＳ始まる。

○業界ＶＡＮ、地域ＶＡＮの
設立が活発に行われる。

８０年代

○2000年、複数のネットエクスチェンジが立ち

上がる。

○2001年以降、ＸＭＬ-ＥＤＩの標準化始まる。

○インターネット利用の

ＥＤＩへの関心が高まる。
2000年
以降

７０年代
○71年、第１次通信開放

⇒電話回線をデータ通信に利用可能に

○チェーンストアの店舗～
本部間のＥＯＳが始まる。

規制緩和・標準化の動き主な動き

流通業界のEOSからEDIへの歩み



次世代標準EDIシステムを理解するために－②

取引伝票、ＥＯＳ、ＥＤＩ標準化の歴史取引伝票、ＥＯＳ、ＥＤＩ標準化の歴史
1975～ 1980～ 1985～ 1990～ 2000～1975～ 1980～ 1985～ 1990～ 2000～

情
報
様
式
の

標
準
化

通
信
手
順
の

標
準
化

統一伝票 J手順/EOS VAN EDI/ECR/QR ｲﾝﾀｰﾈｯﾄEDI/国際標準化

JCA手順（1980～）:Japan Chain store Association
（1982にJ手順として流通業界に普及促進を開始）

通信手順の多様化
・H手順（1992～）

インターネット手順の推進
・JCAのTCP/IP推奨発表（2003）

JCA手順（1980～）:Japan Chain store Association
（1982にJ手順として流通業界に普及促進を開始）

通信手順の多様化
・H手順（1992～）

インターネット手順の推進
・JCAのTCP/IP推奨発表（2003）

統一伝票（1974～）
・A様式（百貨店統一伝票） ・B様式（チェーンストア統一伝票）

標準データフォーマット（1982～）
・受発注（1982） ・請求/支払（1985） ・出荷案内（1994）

業界VAN（1985～）/地域流通VAN（1986～）
・卸-メーカー間 ・中小小売業用EOS

可変長メッセージ
・JEDICOSメッセージ（1997～）

XMLメッセージ
・JEDICOS-XML（2000～）

統一伝票（1974～）
・A様式（百貨店統一伝票） ・B様式（チェーンストア統一伝票）

標準データフォーマット（1982～）
・受発注（1982） ・請求/支払（1985） ・出荷案内（1994）

業界VAN（1985～）/地域流通VAN（1986～）
・卸-メーカー間 ・中小小売業用EOS

可変長メッセージ
・JEDICOSメッセージ（1997～）

XMLメッセージ
・JEDICOS-XML（2000～）

次
世
代
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の
標
準
化

次
世
代
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の
標
準
化

時代を画す
る象徴的な
テーマ

伝票のオンラインデータ化 伝票レスへ



発注
ﾃﾞｰﾀ

受注
ﾃﾞｰﾀ

ﾃﾞｰﾀ交換
仕様書

発注企業
受注企業

独自
開発

独自
開発

【電話回線】

企業内
ｼｽﾃﾑへ

ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

各社毎の
ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ

各社毎の
ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ

各社毎の
ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ

受注
ﾃﾞｰﾀ受注
ﾃﾞｰﾀ

独自
開発独自

開発

独自
ﾌｫｰﾏｯﾄ独自
ﾌｫｰﾏｯﾄ独自
ﾌｫｰﾏｯﾄ

発注
ﾃﾞｰﾀ

受注
ﾃﾞｰﾀ

ﾃﾞｰﾀ交換
仕様書

発注企業
受注企業

独自
開発

独自
開発

【電話回線】

企業内
ｼｽﾃﾑへ

ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

各社毎の
ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ

各社毎の
ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ

各社毎の
ﾌｫｰﾏｯﾄ変
換ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ

受注
ﾃﾞｰﾀ受注
ﾃﾞｰﾀ

独自
開発独自

開発

独自
ﾌｫｰﾏｯﾄ独自
ﾌｫｰﾏｯﾄ独自
ﾌｫｰﾏｯﾄ

JCA手順は現在でも流通EDIで最も多く利用されている。（ 2004年度で全小売業態256社
の62％が使用 ）

その結果、①小売各社独自のメッセージフォーマットが存在、②遅い、データ表現に限界
（漢字･画像が送れない）、③専用のモデム提供打ち切り、といった課題が指摘されてい
る。

次世代標準EDIシステムを理解するために－③

現状の課題現状の課題

受注企業側のフォーマット変換処理イメージ

出典：次世代ＥＤＩ標準化作業報告（2006.1次世代ＥＤＩ標準化ＷＧ）



参考資料



ＪＡＮコードの歴史ＪＡＮコードの歴史

・９桁メーカーコードの付番を開始2001年

・米国のコードセンターであるＵＣＣ（Uniform Code Council）が国際ＥＡＮ協会

に加盟

2002年

・ＪＡＮメーカーコードの情報（会社名、住所等）をインターネットで公開開始2003年

・日本の追加の国コード“45”を国際ＥＡＮ協会から取得1992年

・米国への輸出にもＪＡＮコードの使用が可能に2005年

・大手のコンビニエンスストアが全店にＰＯＳシステム導入を開始。これを機に、
ソースマーキングが一挙に増える。

1982年

・ＪＡＮバーコードをＪＩＳ（日本工業規格）に制定

・日本が国際ＥＡＮ協会に加盟し、国コード“49”を取得するとともに、ＪＡＮメー

カーコード（７桁）の登録申請受付を開始

1978年

・国際ＥＡＮ協会がＥＡＮコード（13桁）を制定（欧州の12ヵ国）1977年

・通産省がＰＯＳシステムの研究を開始

・米国でＵＰＣコード（12桁）を制定
1974年

主な動き年

・９桁メーカーコードの付番を開始2001年

・米国のコードセンターであるＵＣＣ（Uniform Code Council）が国際ＥＡＮ協会

に加盟

2002年

・ＪＡＮメーカーコードの情報（会社名、住所等）をインターネットで公開開始2003年

・日本の追加の国コード“45”を国際ＥＡＮ協会から取得1992年

・米国への輸出にもＪＡＮコードの使用が可能に2005年

・大手のコンビニエンスストアが全店にＰＯＳシステム導入を開始。これを機に、
ソースマーキングが一挙に増える。

1982年

・ＪＡＮバーコードをＪＩＳ（日本工業規格）に制定

・日本が国際ＥＡＮ協会に加盟し、国コード“49”を取得するとともに、ＪＡＮメー

カーコード（７桁）の登録申請受付を開始

1978年

・国際ＥＡＮ協会がＥＡＮコード（13桁）を制定（欧州の12ヵ国）1977年

・通産省がＰＯＳシステムの研究を開始

・米国でＵＰＣコード（12桁）を制定
1974年

主な動き年



ＰＯＳシステムの歴史ＰＯＳシステムの歴史

ＪＡＮシンボルＪＩＳ化。メーカーコード登録受付開始。1978年

通産省の支援により第１次店舗導入実験を実施。

参加小売業：たつみチェーン（日本ＶＣ協会推薦）、東急ストア（日本
チェーンストア協会推薦）

1979年
実
験
期

第２次店舗導入実験。参加小売業：全日食チェーン、灘神戸生協（現
コープこうべ）、仙台卸町グリーンストア。

1980年

第３次店舗導入実験。参加小売業：カスミコンビニエンスストア、キシ
ショッピングセンター（愛知）

1981年

大手コンビニエンスストアがＰＯＳシステムを全店導入。1982年導
入
期

大手の総合スーパーがＰＯＳシステムを全店導入。これをきっかけに
ＰＯＳシステムが急速に普及。

1985年

ＯＬＥ-ＰＯＳ推進協議会によりオープンＰＯＳ標準仕様が開発される。1996年普
及
期

準
備
期

2000年問題対応でオープン仕様のＰＯＳシステム導入が増える。2000年

ソースマーキングの印刷実験および実証研究。1977年
ＪＡＮシンボルのＪＩＳ原案作成。1976年
欧米での導入調査等、ＰＯＳシステムの調査・研究・開発を実施。1974年～75年

主な動き年

ＪＡＮシンボルＪＩＳ化。メーカーコード登録受付開始。1978年

通産省の支援により第１次店舗導入実験を実施。

参加小売業：たつみチェーン（日本ＶＣ協会推薦）、東急ストア（日本
チェーンストア協会推薦）

1979年
実
験
期

第２次店舗導入実験。参加小売業：全日食チェーン、灘神戸生協（現
コープこうべ）、仙台卸町グリーンストア。

1980年

第３次店舗導入実験。参加小売業：カスミコンビニエンスストア、キシ
ショッピングセンター（愛知）

1981年

大手コンビニエンスストアがＰＯＳシステムを全店導入。1982年導
入
期

大手の総合スーパーがＰＯＳシステムを全店導入。これをきっかけに
ＰＯＳシステムが急速に普及。

1985年

ＯＬＥ-ＰＯＳ推進協議会によりオープンＰＯＳ標準仕様が開発される。1996年普
及
期

準
備
期

2000年問題対応でオープン仕様のＰＯＳシステム導入が増える。2000年

ソースマーキングの印刷実験および実証研究。1977年
ＪＡＮシンボルのＪＩＳ原案作成。1976年
欧米での導入調査等、ＰＯＳシステムの調査・研究・開発を実施。1974年～75年

主な動き年


